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震災後のエネルギー政策と温暖化政策に関する提言（その 2）： 

まず神話の存在を認識すべき 
 

                 IGES 気候変動グループ・ディレクター            
東北大学 東北アジア研究センター・教授             

明日香 壽川          
 

日本政府高官が明言しているように、現在、「ゼロベース」でエネルギー問

題や温暖化問題を考えることが必要とされる。そのためには、すでに壊れた原

子力神話の他にも下記のような「神話」が日本には存在することを認識するこ

とが重要だと思われる。 

 

神話 1：「日本は温暖化対策のために原子力を推進してきた」 
 確かに世界でも日本でも原子力を積極的に推進する人々の中には、「温暖

化対策のために原子力が必要」という議論をする人がいる。しかし、そのことを

もって、温暖化対策を推進してきた人たちの総意が原子力推進ということでは

全くない（三段論法として間違っている）。逆に、日本には「原子力を推進すれ

ば電力需要に対応しつつ温暖化対策になるとし再生可能エネルギー導入や

省エネ推進は不要」という作られた議論によって、実質的な温暖化対策は後

退せざるを得なかったと言える。 

 

神話 2：「原子力対策が主要な温暖化対策である」 
 これも、前述の神話 1 と同じように、温暖化対策を推進する人々の総意では

ない。また、しばしば聞かれる「原子力を推進しないのなら、停電を甘受あるい

は温暖化対策を放棄するしかない」という言説も、あまりにも単純化された議

論である。たとえば、プリンストン大学のロバート・スコロウ教授らは、現在すでに

商業的に存在する技術（再生可能エネルギーや様々な分野の省エネなど）を

普及するだけで、産業革命以降の温度上昇を 2℃以内に抑えることが可能だ

としている（原発による排出削減も含まれているものの、全体の削減量の  

14 分の 1 でしかない）。 

 

神話 3：「日本の技術は世界一でこれ以上の省エネは無理」 
 これは過去において、かつ部分的には正しかった。しかし、現在においては、

個別技術では優れているものもあるものの、全体的な効率は EU（欧州連合）

15 ヵ国と大きくは変わらない。また、途上国は急速にキャッチアップしている。

さらに、日本の同種企業間や工場間にもエネルギー効率において大きなバラ

ツキがある。省エネが無理かどうかという問題は、問題設定自体がおかしいと

も言える。正しくは、省エネを受け入れるかどうかという問題であり、そのための

制度設計をどう作るかという問題である。 



 

 

 
神話 4：「温暖化対策をすると国際競争力を失う」 
 そもそも特定企業の国際競争力と国全体の国際競争

力とは異なる。また、国全体の国際競争力という概念自

体がおかしい、あるいは存在しようがないと主張する経済

学者は少なくない。「国全体の利益」あるいは「国益」と言

い換えることは可能かもしれないものの、言うまでもなく国

益の定義も困難を極める。いずれにしろ、企業に関して言

えば、特定企業が国際競争力を失うかどうかは制度設計

次第である。たとえば、比較的に厳しい温暖化対策を国

民に課している EU での排出量取引制度第一期間（2005

年～2007 年）でも、ほぼすべての企業が利益を上げた。

逆に、温暖化対策を進めないことは、すでに年間 20 兆円

を超えている化石燃料輸入コストの増加や 21 世紀唯一

の成長産業と言われる再生可能エネルギーや省エネへ

の日本企業の参入後退という意味で、中長期的には「国

全体の利益」に反するという議論も十分に可能である。 

 

神話 5：「排出量取引などの市場メカニズムは機能しな

い」 
 ある意味では、現在、「15％節電」という実質的なキャッ

プが企業や家庭にかかっている。そして、地域あるいは企

業間で電気を融通しあうという、まさに市場メカニズムの

原型となるような仕組みに関する壮大な社会実験がなさ

れている。あらためて言うまでもなく、排出量取引のような

メカニズムこそが、一律に削減を強制しない制度であり、

取引によって効率性の向上（最小コストでの目標達成）も

得られる。温室効果ガス排出の取引は、一部の人が非難

するような非道徳でもなんでもない。逆に、取引制度がな

いほうが（一律の強制節電による病院の停電などを考え

ればわかるように）非道徳だと言える。 

 

神話 6：「日本は温暖化対策に熱心で国際社会でもリ

ーダーシップを取っている」 
 鳩山前首相の個人的な強いイニシアティブは確かにあ

ったものの、結果的には現在の日本の中期目標（2020 年

までに 1990 年比で 25％削減）は「他国の意欲的な目標

設定があれば」という（解釈の幅が大きい）条件付きとなっ

た。地球温暖化対策基本法案がいまだ審議中である現

状においては、法的な裏付けもない。そして、（誰がどう判

断するかなどについては何も決まっていないものの）この

条件が近い将来に満たされることはないというのが現在の

少なからぬ政府関係者の見立てであり、「日本の 25％目

標はなくなった」と公言する政府関係者もいる。また、京

都議定書第二約束期間延長問題に関して、多くの途上

国や環境 NGO が日本を強く非難しているのは事実であり、

この問題で日本が組んでいる米国、ロシア、カナダの 3 カ

 

国は、温暖化の科学に対して懐疑的で温暖化政策の必

要性そのものを否定するような勢力が大きな政治的影響

力を持っている国々であることも国際社会においては常

識となっている。 

 

神話 7：温暖化対策はコストがかかる 
 温暖化対策コストは、そのお金が日本の中で回るのであ

れば投資であり、中長期的に考えれば、省エネは燃料費

などの経費削減で得をする。現在、日本は世界一の債権

国であり、個人資産も 1400 兆円あるとされる。すなわち、

お金があるところにはあり、この行き場を探している余剰資

金を新たな産業構造や社会の構築へ向けてどう動かす

かが国と民間の両方にとっての最大の課題だと言える。

かつて米カリフォルニア州では、2000 年に起きた電力危

機の際、家庭における節電分のキャッシュ・バックなど200

余りの省エネプログラムを作った。日本でも、節電クレジッ

ト（今号、増田論文(p.4~)を参照）や低炭素復興債（前号、

明日香論文1を参照）などの新しいファイナンスの仕組み

やプログラムが必要であり、それを実現する政治的英断

や企業家精神を期待したい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

                                                  
1 月刊クライメート・エッジ Vol. 8 震災復興への提言（その 1）（2011 年 4 月

発行）「震災後のエネルギー政策と温暖化政策に関する提言（その 1）： 
政策の大転換と低炭素復興債の発行を」  
http://www.iges.or.jp/jp/cp/newsletter008.html#01 
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IGES 気候変動グループ・ディレクター                     
東北大学 東北アジア研究センター・教授 

明日香 壽川 

 

今年 3 月に発生した東日本大震災および福島第一原

発事故を受け、日本の環境エネルギー政策は大きな転

換期を迎えている。 
 
安全で持続可能という原則に基づいた環境エネルギー

政策の実施に向けては、長期目標を念頭にした短期・中

長期的な施策を効率的に組合せ、その道筋に沿った迅

速かく確実な実施が必要である。 
 
以下の図は、筆者が考える 2050 年までに安全で持続

可能なエネルギー環境社会の実現を目指す「東北復興・

環境エネルギー再生計画」の全体ビジョンを示したもので

ある。 
 
本計画の主なポイントは次の通りにまとめられる。 

 

 

 

 

 

① 政府は被災状況と復興の進捗を見極めつつ、短期

的な目的と中長期的な目的、そしてそれらの実現の

ための短期的施策および中長期的施策を明確にす

る。 

② 政策立案の過程で様々な当事者の英知を集結させ、

迅速なニーズ把握と知見の供給体制構築が重要と

なる。その際には、特に被災地域である東北地域か

らのボトムアップの提案や現地の受け入れ可能性を

重視する。 

③ 根本的な課題として、復興や再生可能エネルギー・

省エネ導入のためのファイナンス・メカニズムの構築

がある。特に、国と民間とのリスク分担方法についてク

リエイティブな仕組みを作る。 

④ 短中期的な制度設計は、新成長戦略や温暖化対策

目標の達成等の中長期的課題の解決への道筋とな

り、持続可能な成長へのモメンタムを醸成するものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
東北復興・環境エネルギー再生計画の全体ビジョン 

東北復興・環境エネルギー再生計画の全体ビジョン 
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三菱商事株式会社  
新エネルギー・電力事業本部  
排出権事業ユニット 顧問 
 
増田正人 
 

今春、東日本大震災の影響により東京電力管内では

「計画停電」が実施された。電力需要が電力供給量を超

過すると大規模・無秩序な停電が発生するため、やむを

得ず地域を指定し電力供給を停止する緊急措置と理解

されたが、病院・信号などの社会インフラまでもが停電す

る事態に違和感を覚えた人も多かったのではないだろう

か。企業も生産計画が立たず、輸出産業の基礎である素

材・部品の生産に影響を及ぼし、世界的なサプライ・チェ

ーンが寸断する懸念が生じた。 

 

電力需要が年間のピークを迎える夏を前に、日本経済

団体連合会（日本経団連）では東京電力・東北電力管内

の大規模停電を回避するため「電力対策自主行動計画」

の策定を進めており、4 月 20 日現在で 543 社が 25%内外

の節電目標を設定している。場当たり的な「計画停電」に

較べれば自主行動計画は予見性の高い合理的対策で 

あり、今夏が自主行動計画で乗り切れることを切に願って

いる。 

 

しかし、一抹の不安があるのも事実である。というのも持

続可能な節電インセンティブが見えず、社会全体としての

対策の全体像がはっきりしないからである。 

 

たとえば、自主行動計画に自家発電による電力会社へ

の売電という措置が含まれているが、一般に自家発電の

費用（導入・メンテナンス・燃料）は電力会社からの受電コ

ストより高く、また保安用電源を長期間稼動させるには保

守管理上の懸念もある。緊急措置としては合理的と思わ

れても、長期化・恒常化すれば持続可能性に疑問符が

付く。また、家庭部門は、節電する意欲はあってもインセ

ンティブが実感できず、節電努力が持続するものであるの

か不透明である。電力供給量の 3 割近くを占めている全

国の原子力発電所が定期検査後に運転再開する時期に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よっては、今夏だけでなく電力需給ギャップが一般化・恒

常化する可能性も存在している。 

 

これまで安全・安心は日本社会の誇るべき特質と考え

られてきたが、昨今の事実はそうでもないことを示しており、

予断を排し持続可能な透明性ある対策を検討してもよい

のではないだろうか? 

 

ひとつの社会的試みのアイデアが、電力使用権の導入

による節電インセンティブ付与のシステムである。 

 

まず、電力会社の管内において電力使用権の対象範

囲（バウンダリー）を定める。 

 

医療・介護、警察・消防、上下水道・小中学校などの

社会インフラは対象外であり、自発的節電が推奨される

家庭・零細企業などの小口需要家もバウンダリーの外側

に区分される。バウンダリーは地理的な概念ではなく、電

力会社の電力網において電力使用権が導入される対象

主体を意味しており、大企業を中心とする大口電力契約

者がバウンダリー内とされる。これら大口契約者には、使

用実績に照らして電力使用権が配布される 

 

配布方法としては、過去の使用実績の最大値である

「最大需要電力」の一定割合を無償で配布することとし、

限界的な部分のみが入札によって有償配布される。日本

経団連は 25%の節電目標を呼びかけているので、例えば

「最大需要電力」の 70%を一律に無償配布し、5%を入札

で配布するイメージが考えられるだろう。入札を実施する

理由は、公正の観点から実績のない新規あるいは異業

種の事業者に参入機会を提供するためである。 

 

 

コラム 

 
電力使用権による節電インセンティブ・システム 
‐ 持続可能性と透明性を求めて ‐ 
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このように配布される電力使用権とは、具体的にどのよ

うなものだろうか?大口電力契約者は、電力会社との受電

契約で30 分ごとの需要電力の最大値を「最大需要電力」

と定めているのが普通である。そこで電力会社が電子的

な帳簿を設置し、30 分ごとの電力を数値で特定したうえ

で （たとえば 2011 年 5 月 1 日 13：00～13：30 であれば 

201105011300 等）、大口契約者の口座に電子的な使用

権として「最大需要電力」を指標とした電力量（kW）を配

布するのである。 

 

大口電力契約者は使用権未満の電力量を使用するも

のとし、使用権の過不足を電子帳簿上で事前に（無償あ

るいは上限価格以下で）融通し合い、業界内・関係会社

間で節電計画を策定する。そのうえで夜間・早朝・土日の

操業、輪番休業、休暇の大型化・分散化、省エネ促進、

生産計画上のピークシフトなどの節電を実行するのである。

つまり、電力使用権は、自主行動計画をより合理的かつ

透明に策定・実施することに資する道具なのである。 

 

大口契約者の場合には現状も電力使用量は計測され

ており、使用権の使用実績は電子的に自動集計すること

とし、使用権を超える電力使用量が計測された場合には

公表するなどの方法で、遵守を促すことが想定される。 

 

自主行動計画と結果が同じであれば、電力使用権を

導入するのは単なる負担増のように感じられるかもしれな

い。しかし、電力使用権システムを導入するのは、節電を  

促進する持続可能なインセンティブを創設することが目

的であり、自主行動計画と同じことを企図しているわけで

はない。 

 

また、入札を導入するのは筆者が市場取引を狙ってい

ると誤解する人がいるかもしれないが、流通市場の創設

は予期していない。需要量を供給量内に担保し、需給ギ

ャップを発生させないことが大前提であり、価格形成を通

じた限界費用の発見は目的とはされない。むしろ投機的

な取引を防止するため、無償配布あるいは入札による取

得（つまり 1 次取得）以外の使用権の転売（すなわち 2 次

取引）に対しては、上限価格が設けられるべきであろう。

電力会社の管内の電力増加の限界費用はガス・タービン

発電の費用と想定されるので、たとえばガス発電費用を

基礎に一定の上限価格を設定することが考えられる。 

 

 

 

このようにして、電力使用権システムによってバウンダリ

ー内の大口電力契約者に節電インセンティブが付与され

る。より多く節電する契約者は、使用権の余剰が予期され

るので、他の契約者に有償で融通することができることに

なる。むろん不足が予見される契約者は、使用権を集め

るか、節電に努めなければならない。 

 

なお、使用権の余剰分の繰り越し（バンキング）はでき

ない。なぜなら電力は揚水発電のような例外を除き、大

規模に蓄えられない性質を持つからである（それを反映し

使用権を 30 分ごとの数値で特定した）。 

 

バウンダリー外に対するインセンティブ付与はどうであろ

うか? 

 

バウンダリーの外は二つに分かれる。一つは、電力会

社の管外すなわち電力網の外側からの電力供給であり、

自家発電による余剰電力の電力会社への販売がそれに

あたる。 

 

電力会社への余剰電力販売契約が実費用を反映した

価格なら問題ないことになるが、何らかの理由で実費用

が反映されない場合、電力使用権を新たに創造すること

の対価ととらえ電力会社と別途決済することが考えられる。

バウンダリー外から電力供給することはバウンダリー内の

電力量を増やすことを意味し、使用権を追加的に創造し

ていると理解されるからである。そして新たな使用権は、

入札で追加配布することが想定される。 

 

なお、新造される電力は、恒常的に確定量の供電を約

束する場合や、ピーク時に一定量まで電力会社の要請に

従い供電する場合、余剰が発生する場合にのみ供電す

る場合など、その特徴によって対価が変わるものと考えら

れる。 

 

ただし、洋上を含めた風力や太陽熱・太陽光、地熱な

どの再生可能エネルギーによる供電は、長期安定的な固

定価格買取制度（フィードインタリフ）によって政策的に推

進すべきであり、電力使用権システムと直接関連づけら

れるべきではない。電力使用権システムによる節電対策

は短中期の施策であり、中長期の施策である再生可能エ

ネルギー発電の推進とは分けて実施されるべきである。 
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もう一つは、バウンダリー外と区分された家庭部門など

の小口需要家の節電である。 

 

家庭部門の電力需要量は全体の三分の一を占めると

され、この部門の節電を担保しなければ需給ギャップを

回避する確証が得られない。経済学では価格引き上げに

よって需要が抑制される反応（デマンド・レスポンス）を仮

定するが、小口需要家に対する電力料金は燃料費調整

制度によって燃料価格・為替レートにより毎月自動的に変

動しており、事後的に月１回配られる電気料金の伝票を

見て使用量を調整する家庭がどれほど存在するのだろう

か。電力料金の引き上げよりも、明示的に節電を促すイン

センティブの付与が期待される。 

 

 

政府は夏季の東京電力・東北電力管内の節電目標と

して一律 15%としているので、それを家庭部門の節電基

準（ベースライン）と仮定しよう。ベースライン到達および

超過に貢献する行為には、その蓋然性を評価し、電力使

用権を新造する価値に相当する金銭的メリットが与えられ

るものと規定する。この価値は、電力会社による電力増強

の限界費用を基礎として、節電の誘発効果を評価して決

められるべきであろう。 

 

メリット付与は、電力料金を支払う小口需要家を直接に

対象とし、エコ・ポイント制度のようにインセンティブが働くも

のとしなければならない。その意味で小口需要家に対す

るインセンティブ付与システムは、節電ポイント制度と考え

ることができるかもしれない。ここで重要となるのが、節電

行為によるベースライン貢献度を確率的に予想し、ポイン

ト付与の程度を評価・判断することである。したがって、第

三者専門家からなる委員会を設置し、ポイント対象のリス

トを提示あるいは節電アイデアを募集し評価付けを実施し、

ポイント数・付与方法を定める必要があるであろう。 

 

節電ポイントの具体的なイメージとしては、既往照明の

LED への付け替え、後付けのパソコン管理スマート・メー

タの導入、地中熱を含むヒートポンプの導入など、商品購

入に節電ポイントを付与する方法がわかりやすいだろう。

商品に結びつかない節電行為であっても、キャンペーン

に登録し電力料金の証票を添えて報告することで節電ポ

イントが与えられる方法など、様々なアイデアがありえる。 

 

 

 

今春ツイッター上ではアニメ「新世紀エヴァンゲリオン」に

なぞらえて「節電ヤシマ作戦」という名の節電運動が広が

ったという。ベースライン到達の蓋然性が低くても抽選で

ポイントを付与するプログラムなど、斬新なアイデアもある

だろう。広く募集すれば、アッと思うような独創的なアイデ

アがあるかもしれない。 

 

このように、電力使用権の導入によって、社会全体に

持続的な節電インセンティブが付与され、合理的・整合

的な節電対策の全体像が明らかになるのではないだろう

か。 

 

ただし筆者は、固定価格買取制度（フィードインタリフ）

による再生可能エネルギー発電推進に言及したように、

電力使用権による節電インセンティブ付与システムです

べてが解決されるとは考えていない。筆者が接している途

上国における持続可能な開発の現場では、中長期的に

合理的な方策であっても、初期費用の負担や知識・経験

の不足などで実現されない場合が多く存在する。日本国

内の節電対策についても、投融資の提供、知見・ノウハウ

の集積・普及、信頼できる専門業者の育成、持続的な研

究開発促進などの政策措置が別途必要となることであろ

う。 

 

なお、この試論は筆者の個人的意見であり、いかなる

組織の見解も意味しないことを明記しておく。 
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IGES 気候変動グループ 研究員 

福田幸司 

 

去る 4 月 3 日～8 日にかけて、タイ・バンコクにおいて気

候変動枠組み条約および京都議定書に関する特別作業

部 会 （ AWG ） が 開 催 さ れ た 。 昨 年 の カ ン ク ン 会 合

（COP16）以降、今年度初の公式交渉となった今次会合

では、カンクンにおいて醸成された交渉のモメンタムを維

持しつつ条約締約国がどこまでカンクン合意の決定要素

の具体化に向けた道筋をつけられるのか、が焦点のひと

つとなった。 

 

交渉の概観 
一週間に及んだ交渉を俯瞰すると、2013 年以降の次

期枠組みを議論する条約トラックでは、ダーバン会合

（COP17）に向けた交渉議題（アジェンダ）の内容につい

て議論が行われた。事前に回付されたカンクン合意を土

台とした議長議題案を志向する先進国に対して、バリ行

動計画の原理原則に回帰しつつ、積み残された課題につ

いても幅広に今後の交渉議題に含むべきとする立場の途

上国間でアジェンダ・ファイトが最終日まで行われ、結果と

してカンクン合意の骨組みを維持しつつも個別項目の詳

細には言及しないかたちでアジェンダの採択に至っている

（FCCC/AWGLCA/2011/L.1 他方の議定書トラックでは、

京都議定書第二約束期間を巡る議論が再燃し、すべて

の主要国を含む包括的な枠組みを合意の前提条件とす

べきとする先進国に対して反発する意見が見られたことに

加えて、第二約束期間に対する先進国の政治コミットメン

トの表明がなければ）。LULUCF や市場メカニズムなど

のアカウンティング・ルール等に関する実質的な技術論を

進めるべきでないとする一部途上国からの強い牽制もあり、

歩み寄りが見られないまま、6 月のボン会合にて継続議

論されることとなった。両トラック間の交渉の進捗のバラン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
スという観点から、今後も条約トラックの交渉だけが進展

することを嫌う途上国側から更なる牽制の動きが出ること

も否定できず、総合的な交渉の進捗は予断を許さない。

いずれにせよ、政治決着なしでは合意が困難な要素も多

分に含まれるため、ダーバンまでの道のりは決して平坦で

はないと言えよう。 

 

緩和に関するプレセッショナル・ワークショップ1 
一方で、今次会合の開催にあたり実質的な進展が見ら

れた側面もある。今次会合の開催に先立ち、カンクン合

意に基づいて条約締約国の緩和目標・行動に関するプレ

セッショナル・ワークショップが 2 日間にわたり開催されて

いる。本稿では、このプレセッショナル・ワークショップにお

いて、締約国がそれぞれどのような発表を行い、何が明ら

かになったのか、また発表内容の傾向について先進国、

途上国の 2 部に分けて概観したい。 

第 1 日目の先進国の緩和に関するワークショップでは、

14 カ国の先進国の発表に加えて、4 カ国の途上国による

代表発表が行われており、その具体的な内容を次頁

(p.8~)の表 1 に纏めた。 
 

                                                  
1 当該ワークショップにおける各国発表資料は以下 HP を参照。
http://unfccc.int/meetings/awg/items/5928.php 

気候変動枠組条約・京都議定書に関する特別作業部会（バンコク AWG 会合）  
～緩和目標・行動に関するプレセッショナル・   

ワークショップの成果 前編：先進国の緩和～ 
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表 1．先進国の緩和：発表内容の主な概要 

国名 
排出ﾄﾚﾝﾄﾞ 
・KP 目標 
達成状況 

中・長期目標 2 
（前提条件など） 

国内政策措置の内容 
その他(柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ､ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ

ﾙｰﾙ､比較可能性の見解など) 

EU 

 排出量の経年推

移(1990-2009 ) 
 ﾃﾞｨｶﾌﾟﾘﾝｸﾞ： 

GHG 排 出 量

16% 削 減 の 一

方、GDP 成長率

40%達成 (うち

製造業成長率

34%) 
 

中期目標(2020 年) 
90 年比 20%削減 
30%まで深堀可能 
【前提・条件】 
 国内対策と海外ｸﾚ

ｼﾞｯﾄ調達含み、厳格

なﾙｰﾙを適用(ｷｬﾘｰｵｰ
ﾊﾞｰ認めず) 

 30%には全締約国

が削減に向け fair 
share なかたちで貢

献 

 90 年比 20%削減は EU 包括的

ｴﾈﾙｷﾞｰ・気候変動ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

(IECP)で規定済み 
 EU-ETS (ﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟ政策)：削減

効果の試算結果(05-07 年で-2%
～-5%)、投資行動への影響(炭素

長期価格が ETS 参加主体の新

規投資へ与えた影響) 
 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ域内電源構成

目標(2020 年 20%) 
 省エネ施策、他 
 長期目標は EC 作成 2050 年ﾛｰ

ﾄﾞﾏｯﾌﾟに基づき議論を開始 

 一人あたり GDP に応じた域

内国別削減努力の差異化 
 低炭素化へのｺｽﾄと便益試算 
【柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ】 
ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ･ﾙｰﾙによって削減目標

の 野 心 度 は 変 わ り う る

（LULUCF、ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ、市ﾒｶ） 
【目標の野心度】 
2℃目標、2020 年排出ﾋﾟｰｸ、50
年 90 年比 50%削減が必要 

長期目標(2050 年) 
80-95%削減のための

道筋模索 

ﾉﾙｳｪｰ 

 排出量の経年推

移 (1990～2020
までのｼﾅﾘｵ) 

 ﾃﾞｨｶﾌﾟﾘﾝｸﾞ： 
低炭素社会へ舵

取り。GHG 排出

削減と経済成長

(GDP)を達成 

中期目標(2020 年) 
90 年比 30%削減(2/3
は国内対策) 
40%まで深堀可能 
【前提・条件】 
 40%には他国の野

心度レベルの見極

め、柔軟性メカニズ

ム活用 

 削減目標に関するﾎﾜｲﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ

(白書)を策定中 
 IPCC ｼﾅﾘｵに基づき、2050 年

までに 50～85%削減の達成が

必要であると主張 
【ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ･ﾙｰﾙ】 
環境十全性の確保には整合性・適

格性が必要 
【柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ】 
KP 下のﾒｶﾆｽﾞﾑは目標の深堀り

に必要。LULUCF ﾙｰﾙは更なる

緩和のためのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを担保す

べき。 
長期目標(2050 年) 
2030 年：炭素中立 

米国 (KP 対象外) 
 排出量の経年推

移(2005～2009) 
 主要排出ｾｸﾀｰ、

ガス毎の排出割

合 

中期目標(2020 年) 
05 年比 17%削減 
【前提・条件】 
 ｵﾌｾｯﾄ・排出量取引

を活用 

 包括的気候変動・ｴﾈﾙｷﾞｰ法案

(C&T 含む)の連邦議会可決へ

の試み 
 再興・再投資法による 920 億

ﾄﾞﾙ規模の投資(再生可能ｴﾈ投

資含む) 
 乗用車・軽トラの燃費効率基

準(35.5mpg、～2016)、および

2017-25 年ﾓﾃﾞﾙ車両に対する

燃費基準強化の動き 
 大気浄化法下での排出許可証

取得義務・関連ﾌﾟﾛｾｽへの

GHG 適用 
 一般教書演説：2035 年までに

電源の 80%をｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰで充

当・電気自動車 100万台(2015)
計画 

 州ﾚﾍﾞﾙでのｵﾌｾｯﾄ・排出量取引

【比較可能性】 
“各国事情を考慮した”比較可能

性とは、米国の文脈ではＫＰ締約

国でないという事実。90 年比、

05 年比、一人当たり排出削減量、

排出原単位削減量に基づき米国

目標は他国と比較可能。 
【柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ】 
LULUCF は自然攪乱の扱い、ﾍﾞ

ｰｽﾗｲﾝ方式、ﾃﾞｰﾀの不確実性など

算定上のﾘｽｸが存在するため、改

善の余地を模索。 

長期目標(2050 年) 
説明なし 

                                                  
2 カンクン合意に基づき、附属書Ｉ国は各々の経済全体の緩和目標について INF.1 文書(FCCC/SB/2011/INF.1)として条約事務局へ提出済み。本ワークショッ

プでは議論の対象は目標以外の項目も含まれたため、持ち時間の関係から長期目標などの説明を省いた国も見られる。これら目標の詳細については以下を

参照のこと。http://unfccc.int/resource/docs/2011/sb/eng/inf01.pdf 
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ﾌﾗﾝｽ 

 排出量の経年推

移(1990～2007) 
 08 年時点で 90
年比 6.4%削減

を達成 

中期目標(2020 年) 
説明なし 

 IECP に基づく再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

電源構成目標 (20 年までに

23%) 
 環境グルネル会議に基づく国

内政策措置(ビル、運輸、エネル

ギー産業など)の法案化、持続可

能な開発のための国家戦略の

更新、進捗ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ委員会、他

 ｾｸﾀｰ別目標・対策など 
 

【比較可能性と目標の野心度】 
目標の前提条件がこれら要素を

決定付ける。ルールは国際的な定

義づけが必要であり、KP が一つ

の基準。 
附属書Ｉ国全体の中期目標・遵守

の担保は積み残し課題。 

長期目標(2050 年) 
1990～2050 年までの

排出量を１/４にする

（ﾌｧｸﾀｰ４、2005 年国

内法規定） 

ｽｲｽ 

 排出量の経年推

移説明なし。 
 KP 第一約束期

間では AAU ｷｬﾘ

ｰｵｰﾊﾞｰ発生しな

い見込み 
 民間投資家によ

る最大 2.5%の

ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞを予定 

中期目標(2020 年) 
90 年比 20～30%削減

【前提・条件】 
 ｵ ﾌｾ ｯﾄ活用の制限

(1/3)、但し 30%には

ｵﾌｾｯﾄ増加見込み 

 説明なし  ｵﾌｾｯﾄ認証に際しては品質基準

を定める指標が必要。 
【目標の野心度】 
緩和目標にはﾊﾞﾝｶｰ油を含まず。

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな削減目標にﾊﾞﾝｶｰ油対

策を含めることが必要 
【柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ】 
LULUCF からの排出量はｱｶｳﾝﾃｨ

ﾝｸﾞ・ﾙｰﾙに依拠。ﾈｯﾄ･ﾈｯﾄ方式に

よる参照年の置き方により数値

に幅が発生 
 

長期目標(2050 年) 
説明なし 

ＮＺ 

 排出量の経年推

移説明なし。 
 (2008 年度排出

量に基づく )主
要排出ｾｸﾀｰの紹

介：農業ｾｸﾀｰか

らの排出強調 
 

中期目標(2020 年) 
90 年比 10～20%削減

【前提・条件】 
2℃目標への道筋の合

意、先進国間の比較可

能な削減努力、途上国

の能力に応じた緩和

行 動 、 効 果 的 な

LULUCF ﾙｰﾙ、炭素市

場の機能強化 
 

 NZ 国 内 排 出 量 取 引 制 度

(NZ-ETS) 
 農業分野からの GHG 排出に関

するｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾘｻｰﾁ・ｱﾗｲｱﾝｽ

(GRA)への参加 

 交渉の前進に向けた、政治ガ

イダンスの必要性(カンクン

合意、附属書Ｉ国の緩和プレ

ッジ、非附属書Ｉ国の NAMA)
【柔軟性ﾒｶﾆｽﾞﾑ】 
モメンタム維持のためにｱｶｳﾝﾃｨﾝ

ｸﾞﾙｰﾙの確定が必要 

長期目標(2050 年) 
説明なし 
 

ﾄﾞｲﾂ 

 排出量の経年推

移(1990～2009) 
 排 出 量 の 推 計

(2008-2012 、

2020) 
 既に 90 年比で

-26.5%の削減を

達成 (-21%目標

を超過) 

中期目標(2020 年) 
90 年比 40%削減(EU
全体での 30%削減に

相当) 

 IECP に基づく再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

電源構成目標 
 ｴﾈﾙｷﾞｰ構想 (～2050 年 )の策

定：省ｴﾈ・再生可能ｴﾈの拡大に

より 90 年比で 20 年 40%、50
年 80～95%削減可能とする試

算 
 これら政策措置は法的拘束力

を有し、支援措置が含まれるほ

か、FIT、情報公開、進捗ﾓﾆﾀﾘ

ﾝｸﾞ制度含む 
 

 2020 目標がもたらす便益試

算(雇用創出、化石燃料の輸入

抑制、GDP 成長、他) 

長期目標(2050 年) 
-80～-95% 

ﾛｼｱ  排出量の経年推

移・推計 (1990
～2020) 

 

中期目標(2020 年) 
90 年比 14～28%削減

が可能 

 各種国内法制度・計画の説明（長

期経済成長戦略、気候変動法、

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ目標、国家ｴﾈﾙｷﾞ

ｰ戦略、省エネ法・規制・ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑ、ｶﾞｽﾌﾚｱに関する課徴金、生

態系保全規制、他） 
 

 2020 年までの排出パス推計の

前 提 ： ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 効 率

40%(2007-2020)、石炭シェア

(90 年 19%から 20 年 22%)、イ
ンフレ率(3～3.5%)、他 

長期目標(2050 年) 
説明なし 
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ｽｳｪｰ

ﾃﾞﾝ 

 排出量の経年推

移(1990～2009) 
 ﾃﾞｨｶﾌﾟﾘﾝｸﾞ： 

GHG 削減と経

済成長の両立 

中期目標(2020 年) 
90 年比 40%削減 

 IECP に基づく再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

電源構成目標(20 年 50%、運輸

ｾｸﾀｰで 10%) 
 省エネ目標(20 年までに 20%効

率改善) 
 EU-ETS 
 ｴﾈﾙｷﾞｰ・炭素税の実施 
 その他ｾｸﾀｰ別対策(分野横断・ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ供給・運輸・産業・民生・

廃棄物/農業) 

 説明なし 

長期目標(2050 年) 
炭素中立 

日本 
今次災害によりｴﾈﾙｷﾞｰ需給や今後の日本の気候変動政策に及ぼす影響について現時点で評価できないが、主要国が

参加する公平かつ実効的な包括的枠組み構築のための議論に積極的に参加。 

ﾎﾟｰﾗﾝ

ﾄﾞ 

 排出量の経年推

移(1988～2008) 
 ﾃﾞｨｶﾌﾟﾘﾝｸﾞ：

GHG 削減と経

済成長 (産業生

産高)の両立 

中期目標(2020 年) 
EU 目標 20%削減 

 IECP に基づく再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

電源構成目標(20 年 15%、30 年

20%) 
 2030 年までのｴﾈﾙｷﾞｰ関連政策

の紹介(環境保全・水管理国家フ

ァンド、グリーン投資スキー

ム、再生可能エネ・高効率ｺｼﾞｪ

ﾈ開発のための各種証書制度) 

 説明なし 

長期目標(2050 年) 
説明なし 

豪州 

 排出量の経年推

移・推計 (1990
～2020) 

 

中期目標(2020 年) 
 目標の 2 段設定 
2000 年比 5~15% 
【前提・条件】 
 5%は無条件、15%
はすべての主要経

済国による相当量

の排出抑制・先進国

による比較可能なｺ

ﾐｯﾄﾒﾝﾄの実施 
2000 年比 25% 
【前提・条件】 
 450ppm以下に抑制

するためのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

合意 

既存の目標・政策措置 
 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ電源構成目標

(20 年までに 20%) 
 既存の政策措置（クリーンエネ

ルギーイニシアチブ、省ｴﾈ施

策、GHG・エネルギーに関する

報告規制） 
新たな政策措置 
 カーボン農業イニシアチブ

(CFI, 2011~) 
将来的に導入を検討している政策

措置 
 炭素価格制度：超党派気候変動

対策委員会によるｵﾌﾟｼｮﾝ案(排
出量取引、炭素税、セクトラル

アプローチなど)の検討 

 説明なし 
 

長期目標(2050 年) 
説明なし 

英国  排出量の経年推

移説明なし 
 

中期目標(2020 年) 
90 年比 34%削減 
EU30%ｼﾅﾘｵなら 42%
まで深堀り 

 2050 年までのｶｰﾎﾞﾝ･ﾊﾞｼﾞｪｯﾄ(5
カ年炭素排出計画)の策定(ｾｸﾀｰ
目標・対策含む) 

 第 1～第 3期間(2008年－12年、

2013－17 年、2018－22 年)は公

表済み 
 第 1・2 期間(～2017 年まで)は

EU-ETS と国内対策のみでの達

成見込み、追加的なｵﾌｾｯﾄ購入の

必要なし 
 第 4 期間(2023～2027)は現在策

定中 
 これら施策は独立した専門顧問

機関である気候変動委員会が提

言を作成・提出 

 低炭素化に向けて必要とされ

る投資の試算・課題の説明

(2000 億￡)：炭素価格制度、

グリーン投資銀行、ｴﾈﾙｷﾞｰ市場

改革、など 長期目標(2050 年) 
90 年比 80%削減 
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ｱｲｽ 
ﾗﾝﾄﾞ 

 排出量の経年推

移説明なし 
 

中期目標(2020 年) 
90 年比 30% 
【前提・条件】 
 先進国：比較可能な

排出削減 
 途上国：各国能力・

責任に応じた十分

な貢献 
 

 説明なし 【比較可能性】 
新規植林・植生回復などの炭素の

生物学的隔離による国内削減ﾎﾟﾃ

ﾝｼｬﾙは大きく、LULUCF での削

減が他国との比較可能性を担保 
【前提および条件】 
削減目標の共同設定(KP4 条)、
EU と の 協 同 目 標 達 成 、

LULUCF(明確で強固なｱｶｳﾝﾃｨﾝ

ｸﾞ･ﾙｰﾙ)の包含 長期目標(2050 年) 
説明なし 
 

非附属書Ｉ国(途上国）からの発表 

伯 

(G77/ 

中国) 

2℃目標の達成に必要とされる Gt ギャップを埋めるための議論や、先進国の目標の野心度を上げるた

めの議論が必要と主張。そのうえで、先進国の目標を検討するための下記の主要論点を指摘： 

1. 各国プレッジを定量化されたコミットメントへ変換すること(基準年の統一を含む) 

2. 排出・吸収のモダリティ(排出・吸収量の計上プロセス(どのように計上されたか)) 

3. LULUCF の扱い(コミットメントの強度との関係) 

4. オフセットの性質・活用状況 

5. 補足性(supplementality)の扱い(国内努力に対するクラリティが必要) 

6. 多様性、比較可能性 

 京都議定書第二約束期間の定義に関するクラリティ 

 目標の野心度の仮定・前提は比較可能性と関連。比較可能性や野心度の検討には KP が基準とな

るべき 

 アカウンティング・ルールは強固かつ国際的な定義付けが必要 

 オフセットは equity の観点から課題が残る 

 ２度目標への目標強化、先進国全体の目標の検討、遵守を担保する方策の検討 

インド  カーボンバジェット理論の展開（2℃目標の達成のためには 2010－2050 年までの世界全体のカーボ

ン・バジェットは 300GtCO2eq のみ。先進国による十分な排出抑制がない場合、途上国に残されるバ

ジェットが減少。持続可能な開発への公平なアクセスを主張） 

 一人当たり排出量シェアを用いると、附属書Ｉ国のカーボン・バジェット(2050 年)は-125 GtCO2eq、

非附属書Ｉ国は 425 GtCO2eq。歴史的排出に基づく先進国が排出削減が必要。 

 このカーボン・バジェットと残された炭素スペースとのギャップが、支援および技術移転の決定の

ための科学的な基準の土台となるべきと主張 

ｾﾝﾄﾙｼｱ(AOSIS)  (UNEP ギャップ分析に基づき)先進国全体の 2020 年までの削減プレッジは、科学の要請に照らして年

間 5～9GtCO2eq 程度のギャップが生じている。ギャップを埋める追加的コストは 2020 年 GDP の 0.4%

程度を要する 

 特に米、カナダ、豪州、ロシア、ベラルーシの排出量と BAU の関係に懸念 

 条約事務局が作成するテクニカルペーパーの中で明らかにすべき項目： 

1) 2020 年時点の各国の排出削減量(tCO2eq、基準年は 1990 年とし、90 年以外の基準年はオプシ

ョン) 

2) 先進国全体での削減効果と温度目標(2℃、1.5℃)との比較 

3) 削減プレッジの前提条件(削減の規模、枠組みの法的性質との関連性 

4) 京都議定書下の柔軟性メカニズム・オフセットの活用の規模 

5) 適用される LULUCF アカウンティング・ルールの内容 

6) ギャップを埋めるためのオプション 

ﾎﾞﾘﾋﾞｱ  現行の先進国の削減プレッジでは 2℃とのギャップが生じ、最終的に 3－5℃の増加に繋がる。削減

プレッジの野心度が不足することで 2℃達成には途上国の排出削減の負荷が多くなることに懸念 

 市場メカニズム活用への懸念、オフセット活用によるダブルカウントのリスク・全体的な緩和努力

への弊害 
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途上国の代表発表からは、提示された論点やテクニカル

ペーパーに含まれるべき項目などから、その関心事項が

明らかとなったほか、野心度を向上するためのオプション

について言及する意見が見られた。その他、炭素スペー

ス、温度目標や柔軟性メカニズムの扱い等は従来の交渉

ポジションに基づく主張を反芻する部分も見られた。 

 

発表内容の主な項目と傾向 

以上の発表内容を見ると、発表国間での濃淡は見ら

れるものの、大まかに以下の 5 つの項目について説明が

なされているほか、発表内容に幾つかの特徴・傾向が見

てとれる。 
 
① 国毎の排出量の経年変化や（京都議定書加盟国に

ついては）京都議定書第一約束期間の目標達成状

況等のこれまでの国内削減努力の成果 

特に欧州勢に見られる傾向として、GHG 排出量、GDP

および産業生産高等の経年変化を横並びで見せることで、

経済成長の GHG 排出増加からの切り離し（ディカプリン

グ）の達成を強調している点が見られる。 
 
② 中・長期目標の数値および複数のシナリオ分析に基

づく将来排出パス 

排出削減目標については、中期目標としてドイツやス 

ウェーデンが 90 年比 40%削減、英国が 90 年比 34～42%

削減、ノルウェーやアイスランドが 90 年比 30%削減、スイ

スが比 20～30%削減など、中長期目標の数値の提示に

加えて数値目標の法的根拠（欧州、フランス）を示す国も

見られる。また、シナリオ分析では主に中・長期的な削減

ポテンシャルと排出パスの説明を行う国が多い中で、具

体的な諸元の数値内容（エネルギー効率、石炭シェア率、

インフレ率）について説明する国（ロシア）も見られる。 
 
③ 目標達成・目標深堀りのための前提条件の内容 

目標達成に向けたオフセットの扱いについては、活用の

方針を大まかに説明する国（米国、英国）から、より具体

的に国内実施分と海外調達分との比率を示す国（スイ

ス）があるなど、その発表内容には幅が見られる。その他

の前提条件として、先進国による比較可能な排出削減や、

途上国による応能原則に基づく排出削減への貢献、2℃

目標に対するグローバルな合意などがその主な内容とし

て見られる。 

 

④ 目標達成に向けた具体的な国内政策措置の内容 

各国・域内の排出削減目標に関連した数値目標（再

生可能エネルギー電源構成目標、省エネ目標）、各種国

内法に基づく政策措置や計画、関連イニシアチブ、セクタ

ー別目標・個別対策、関連する国内制度・組織体（委員

会など）など多岐に渡る内容が紹介されている。その他、

政策の効果について言及する国（EU､EU-ETS の削減効

果の試算）があるほか、目標及び政策措置がもたらす便

益の試算を紹介する一部の国（ドイツ、EU）も見られる。

また、特に長期目標の策定・達成に向けた国内議論の進

捗状況についても紹介する国（英国、ドイツ）が見られる。

全体として各国ともに削減努力として国内政策措置を積

極的に導入・推進している点を強調していることが伺える。 

 

⑤ 緩和努力の比較可能性、柔軟性メカニズムおよびア

カウンティング・ルール、目標の野心度に関する各国

見解 

比較可能性については、概ね共通かつ透明性の高い 

ルールを主張する意見が多く見られるほか、KP のみなら

ず LCA でも排出削減量 1 トン＝1 トンを担保することが 

不可欠とする、トラックを超えた広義での比較可能性を主

張する国（EU）も見られる。柔軟性メカニズムについては、

ルールの如何によって削減目標の野心度は変わりうるこ

とを指摘する意見や、特に LULUCF セクターなどで緩和

インセンティブを担保するかたちでのルール設定を志向

する主張が広く見られる。 

 

纏め 
今次ワークショップにおける各国発表・質疑応答は建

設的な雰囲気の中で行われており、評価する声が多く見

られた。途上国発表部分の詳細については次号に持ち越

すが、ワークショップ全体を通じた印象としては、先進国の

みならず途上国による目標達成のための政策措置や対

策の具体的な内容の説明が見られ、締約国各国による

気候変動対策の実施が積極的に進められている点が明

らかとなった。本ワークショップを通じた締約国各国による

気候変動対策の具体的内容の発表とその進捗に関する

締約国間の理解の促進は、各国状況の透明性を図ると

いう観点において、カンクン合意の実施が既に始まってい

ることを示唆している。日本については、今次ワークショッ

プでは震災の影響から、実質的な国内施策の内容を紹

介する時期になかったため、気候変動への努力を惜しむ

ことなく、主要国が参加する公平かつ実効的な包括的枠

組み構築のための議論に積極的に参加すること、また復

興・再生へ全力を尽くすことに言及した。こうした国際的な

プロセスへの今後の日本の貢献という観点からは、震災

復興過程に併せて気候変動に関する具体的な国内施策

を立案・構築し、積極的に国際社会へ発信していく必要

があるのではないだろうか。当ワークショップは、単発のも

のとせずに、その継続が提案されていることから、今後もこ

うした取組みを通じた締約国間の透明性の向上および相

互理解の促進を期待したい。 
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IGES Climate Change Group  
Researcher 

Jiangwen Guo 
 
According to the 12th Five-year Plan 
(2011-2015) for China's economic and social 
development which decided by the National 
People’s Congress of China (NPC) in the March, 
China aims to reduce energy consumption per 
unit of GDP by 16 percent in the five years to 
2015, carbon dioxide emission per unit of GDP 
is set to be slashed by 17 percent in the five 
years on the basis of 2010, the proportion of 
non-fossil fuels in China's primary energy 
consumption should reach 11.4 percent by 2015, 
from 8.3 percent in 2010 which has been 
pledged to increase the ratio to 15 percent by 
2020. And the emission of major pollutants 
would be reduced by 10 percent in the 
2011-2015 period. 
 
The reduction targets as part of the country's 
"active efforts to grapple with climate change," 
will move China closer to achieve its pledge to 
cut carbon intensity by 40 to 45 percent by 2020, 
relative to 2005 levels, Mr. Wen Jiabao said in 
his government report to the National People's 
Congress. 
 
Other targets for China to address climate 
change and pollution issues include a rise of 
forest stock by 600 million cubic meters and a 
rise of forest coverage to 21.66 percent by 2015, 
from 20.36 percent last year. The government 
would also cap total energy consumption at 4 
billion tonnes of coal equivalent by 2015, an 
annual increase of 4.24 percent in the five years. 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

Those targets are parts of the government efforts 
to revamp its economy to a sustainable growth 
as the current model, relying heavy on massive 
consumption of fossil energy, has caused 
pollution and depletion of resources. Wen said 
that China would never exchange a high growth 
rate at the cost of harming the environment. 
 
In order to realize those, nowadays NDRC have 
started the series working on the practice issue 
including expanding the “1000 enterprise energy 
saving” program of 11th Five year period to 
10000 enterprises  in the following year as one 
of the measure for industrial sector’s energy 
saving. Regarding to the energy saving target, 
NDRC is considering the different approach to 
allocate. There are supposed five groups to be 
set for the local provincial governments at the 
different allocation target varied from 10% to 
18% which now is ought to be fixed soon.  
 

China China announces the targets by 2015 
-2015 年に向けた目標発表- 

連載 主要国の最新動向（4）‐中国・インド・韓国・米国・インドネシア‐ 
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IGES Climate Change Group  
Policy Researcher 

Nandakumar Janardhanan 
 
Transitioning from fossil fuel based economy to a 
non-fossil fuel based economy could play 
significant role in reducing carbon emissions. In 
this context, climate related policies in India have 
undeniable role in promoting energy transition, 
through which progressively increasing share of 
non-fossil fuel will be added to the country’s 
energy mix in the coming years. Two aspects 
about energy transition are important in the policy 
context- the long term costs and benefits.  
 
While the domestic energy consumption will 
largely be based on fossil fuels, increasing share 
of alternative fuels indicate one of the most 
important co-benefits of climate policy- 
employment generation. New solar and wind 
power generation of facilities which are aimed at 
meeting the country’s renewable energy targets 
can play a key role in the employment generation 
throughout the energy vertical. According to the 
Ministry of New and Renewable Energy in India, 
the biomass power generation alone is responsible 
for yearly employment of more than 10 million 
man-days in the rural areas. 1  The planned 
expansion of solar power sector aiming for 
capacity addition of 20 GW by 2022 through the 
National Solar Mission will also generate 
employment of 100,000 trained specialised 
personnel,2 apart from contributing to direct and 
indirect employment generation in various key 
sectors such as manufacturing. The overall 
contribution of green energy sectors in the 
employment generation in the country would also 
help the renewable energy sectors achieve greater

                                                  
1 http://www.mnre.gov.in/prog-biomasspower.htm 
2 http://india.gov.in/allimpfrms/alldocs/15657.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
public acceptance and policy priority in the 
decades to come.  
 
On the other hand, there are growing concerns 
about energy transition among industry and 
intelligentsia alike about the potential long term 
adverse effect it can have on employment scenario 
and government income from energy sector. To a 
great extent, a complete energy transition does not 
go well with certain economic strategies of 
governments. This is primarily due to the reliance 
of governments on the tax revenue generated by 
the fossil fuel industry. In a global scenario ‘one 
fact the supporters of “alternative fuels” forget is 
that as the economy switches from oil products to 
alternatives, governments will lose billions of 
dollars in taxes that are imposed on gasoline, 
diesel, and other oil products.  While many of 
these alternatives might be “economic” because of 
the subsidies, they will not be economic once 
users have to pay the tax to compensate for 
government lost revenues.3 For instance, in India 
about half of the retail price of transport fuel is 
collected by the government as tax, which points 
to the fact that conventional fuel sources are also a 
significant source for government revenue. Hence 
the efforts for energy transition brings into context 
a possible concern about cost vs. benefit and raises 
the question: how the trajectory of employment 
opportunities in the conventional fossil fuel sector 
will travel in the coming decades in India and 
what could be the impact of the same on domestic 
economy? 

                                                  
3 Prof. AF Alhajji, Chief Economist, NGP Energy Capital Management, 
Irving, Texas. 

India Climate Policy and Energy Transition in 
India: Two divergent views! 
-岐路に立つインド気候政策とエネルギー転換に関する 2 つの見解- 
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IGES 気候変動グループ 
研究補助 

宮塚 亜希子 

 

福島第一原発事故を受け各国が原子力政策への

懸念を募らせる中、韓国においても海を隔てた隣国で

発生した原発事故は対岸の火事ではなかった。今号で

は韓国の原子力政策の最新動向をまとめる。 

 

韓国のエネルギー事情を概観すると原子力への強

い依存体質であることが窺える。化石燃料資源に乏しく、

エネルギー自給率が約 3%（2008 年、原子力除く）と主

要先進国の中で最低水準にあり、電源別発電電力量

（2008 年）は石炭の 43%に次いで原子力は 34%を占め

ている。また、政府は国内エネルギー政策の最上位計

画である「国家エネルギー基本計画 2008～2030」

（2008 年 8 月策定）において低炭素・グリーンエネルギ

ーの比率拡大を重視しており、原子力推進を温室効

果ガスの排出削減や電力需要拡大の対応に不可欠

な施策として推進するとともに、原子力産業をグリーン

成長の下支えとする重要な輸出産業として積極的に

育成する方針をとってきた。 

 

このため李政権は、日本での原発事故後も原子力

の放棄はせず、原子力政策の路線変更はないとする

立場を明らかにしている。 

 

その一方で、韓国国内でも原子力慎重論がみられ、

これまで維持してきた原子力推進政策への影響が皆

無だとは考えられにくい。李大統領は福島第一原発事

故後に国内で稼働中の原子炉 21 基の緊急安全点検

の実施を指示するとともに原発の安全性の高さを断言

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するなど慎重派の懸念の払拭を試みたものの、これが

野党の反発を招き、新規原発建設候補地等の住民に

よる反対運動や政府批判の動きが続いていると伝えら

れている。 

 

大統領選挙と国会議員選挙及を来年に控える韓国

にとって、安全かつ持続可能な原子力政策の立案と

実施は半ば想定外のタイミングで浮上した政治争点だ

ろう。しかし、福島第一原発事故により原子力をエネル

ギー安全保障の強化策や低炭素・低コスト電源と位置

付ける従来の語り口の脆さが露呈された今、国民の生

活、経済活動、および環境への影響に対するリスクを

軽減・回避するためのエネルギー政策の持続可能性と

は何かという問いに納得のいく回答を用意することが、

グリーン成長を重要政策と位置付ける李政権としての

国内外に対する使命なのではないだろうか。 

South Korea  
韓国、原子力推進政策を維持 
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IGES 気候変動グループ  
研究員 

Eric Zusman  
 
 

前号「米国：気候変動関連政策を巡る国内動向お

よび連邦議会の動き」で記載したように、2010 年中間

選挙を経た後、米国連邦議会では特に大気浄化法の

下での USEPA の温室効果ガス排出規制権限を巡り、

USEPA の権限弱体化に向けた様々な法案が議会提

出されていたほか、予算編成プロセスにおいても関連

する動きが見られていた。これら関連する議会の動向

の中でも、特に Fred Upton 下院議員らによる Energy 

Tax Prevention Act 2011（HR910）と歳出法案を巡る動

きがこうした動きの中核となっていた。前者の HR910 法

案については、2011 年 3 月の下院エネルギー・商業委

員会を可決したのち、下院本会議での投票においても

435 投票数中 255 票を獲得し下院通過を見たものの、

続く民主党が優勢を誇る上院においては、大方の予想

通り、50 票を獲得しつつも採択に必要な 60 票に達する

ことなく、廃案に追い込まれている。 

 

こうした USEPA の権限はく奪を狙う単独法案採択の

失敗を受け、共和党議員は歳出法案（HR1）の改正に

注力することになる。Ted Poe 下院議員（共・テキサス）

は、歳出法案に対して EPA 規制権限の固定排出源適

用への予算の使用を禁じる変更内容を付した追加条

項を提出していたが、こちらの追加条項自体も下院法

会議において 249 対 177 で可決を見たものの、上院本

会議では 60 票の採択定数に達せず、単独法案である

HR910 と同様の帰結を見ている。上院本会議におけ

る投票過程においては、共和党サイドによる歳出予算

削減の要求を一定程度呑む代わりに、民主党サイドは

様々な規制や社会プログラム等への予算確保および

  

 

 

 

 

 

IGES 気候変動グループ  
研究員 

福田幸司 
 

 

実施を獲得するかたちで妥協が図られている。こうした

両党による妥協決着の後、Lee Terry 下院議員（共・ネ

ブラスカ）は現時点では EPA を巡る GHG 排出削減に

関する権限内容の改定（弱体化）より歳出予算削減が

より重要課題であるとする発言を行っており、これが現

時点における共和党内の優先順位を代弁しているとい

えるが、その一方で、Terry 議員は同時に USEPA によ

る GHG 規制権限を巡る攻防がこれで終わった訳では

ないことを強調している。歳出予算関連の動きとして

は、Paul Ryan（共・ウィスコンシン）下院予算委員会議

長は 2012 会計年度（2011 年 10 月～2012 年 9 月）の

歳出法案の原案を公表し、この中で USEPA の活動を

含む多様な連邦政府プログラムの予算削減を示してい

る。こうした連邦議会の動きを纏めると、2012 会計年度

に向けて、今次連邦議会で見られた USEPA の GHG

排出規制の権限弱体化をねらう単独法案の提出や、

大幅な予算削減を要求する歳出法案の双方における

与野党の攻防が再燃することは必至であり、USEPA に

よる GHG 排出規制の前途は平坦な道とはならないこ

とが予想される。 

 

USA 連邦議会における USEPA の GHG 排出規制

権限および歳出法案を巡る攻防とその進捗 
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IGES プログラム・マネージメント・オフィス 
研究員 

市原 純 

 

インドネシア政府は、2007 年に COP13 の議長国とし

てバリ行動計画をとりまとめるなど率先した気候変動へ

の取り組みを行ってきた。国内では、2010 年に策定さ

れた、政府の政策実施や予算配分を基礎づける「国

家中期開発計画」において、気候変動を 13 の優先分

野の 1 つに取り上げるなど、積極的な取り組みを進めて

いる（国内の主要な取り組みについては、下記表を参

照）。 
 

インドネシアの中期的な排出削減目標としては、

2020 年までに対策を取らない場合（BAU）から独力で

26%、また、国際的支援のもとでは 41%の GHG 排出

削減を実施することが、2009 年 9 月の G20 サミットでユ

ドヨノ大統領により宣言されている。後に、同目標は、コ

ペンハーゲン合意に対する目標として提出された。 
 

同排出削減目標達成に向け具体的な対策を推進

するために、「温室効果ガス排出削減に係る国家行動

計画」の策定の準備が進んでいる。同行動計画（草

案）には、排出削減にあたっての基本方針、関係機関

の責務や役割、セクター毎の排出削減目標と今後の

具体的な対策・予算措置などが含まれている。また、

同行動計画策定後は、州毎の行動計画を策定の上、

対策が進められる見込みである。 
 

平行してセクター毎の対策が進みつつある。森林分

野の REDD（途上国における森林減少に由来する排

出の削減）を例に挙げれば、早くから進められた林業省

による国内ルール作りに加え、大統領により設置された

REDD＋（プラス）タスクフォースを中心にした、政策枠

組み（「REDD プラス国家戦略」等）の構築やさらなる

組織体制整備（「REDD プラス庁」の設立等）に向けた

作業が進行中である。 
 

気候変動対策に必要な基盤整備も開始されている。

たとえば、温室効果ガス国家インベントリ制度構築に向

けた政策・組織面の準備が進んでいる。温室効果ガス

の排出（吸収）源毎の排出量・吸収量がより高い精度

で把握されることで、政策の立案や効果把握の改善に

寄与することが期待される。 

 
表：インドネシアの気候変動に関する主要な取り組み 

年 政策面 制度・組織面 
2007 気候変動国家行動計画  

2008 国家開発計画：インドネシアの気候変動への対応 

（通称 Yellow Book） 

 

同  気候変動国家評議会 

2009  インドネシア気候変動信託基金 

2010 インドネシア気候変動分野別ロードマップ  

同 国家中期開発計画（RPJMN 2010-2014）  

同  REDD プラス タスクフォース 

Indonesia  
気候変動対策の率先と更なる強化 
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IGES 気候変動グループ  
研究員 
石鍋 渚 

 
今年 3 月はじめにアムステルダムにおいて、Carbon 

Market Insights 2011 という世界最大級の市場メカニズム

に関するカンファレンスが、Point Carbon 社により開催され

た。欧州を中心に各国から約 800 名が参加し、筆者も、

新メカニズムのセッションのパネリストとして今回初めて出

席した。本カンファレンスでは、欧州排出量取引制度

（EU-ETS）、2013 年以降の新しい市場メカニズム、米国・

豪州・日本・韓国等で検討が進められている排出量取引

制度などに関するセッション、ボランタリー・カーボン・マー

ケットや REDD、カーボン・ファイナンスに関するサイドイベ

ント、また排出量取引市場でのプライシング・メカニズム等

についてのワークショップが行われた。同時に、Blue Next

や Green Market をはじめとする欧米の証券取引所、

Deutsche Bank 等の証券会社、Point Carbon 等のコンサ

ルティング会社、UNFCCC 等、約 30 の団体が会場にブ

ースを構え、会場の至るところでセッションと並行し、ネット

ワーキングや商談が進められた。筆者は、本会合への出

席を通じて、2005年から実際に排出量取引が開始された

欧州では、幾多の試行錯誤を経て、政府・市場関係者と

も着々と知見を積み上げていることを実感した。以下に、

本カンファレンスにおいての議論や市場関係者との会話

等から筆者が興味深いと感じたポイントを、現在国内で議

論が進められている内容を鑑みつつ紹介する。 

 

欧州での排出量取引について 
現在欧州では、2020 年時点での排出削減目標を、現

在の 20%（1990 年対比）から 30%に引き上げる議論が進

められている1。また 2013 年に開始予定の EU-ETS 第 3

フェーズにおいては、京都議定書上での制約は無いが、

温室効果ガス排出量が極めて高いことから、航空業界

（Aviation sector）にも排出量規制（キャップ）が課せられ

る2。そして環境面での追加性（additionality）が少ない等

                                                  
1 新たな目標は、概ね 25%程度に留まりそうであるというのが、欧州市場関
係者の認識のようである（2011 年 3 月 2 日時点）。 

2 京都議定書から航空業界が除外されたのは、各航空会社の温室効果ガ
スの帰属先に関する議論が纏まらなかったためである。第 3 フェーズでは、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の理由から、HFC 等の産業ガスから生み出されるカーボ

ン・クレジットの使用が認められなくなる3。当然のことでは

あるが、供給が減少するなか需要が増加すれば、価格は

上昇する4。これら政策は、EU-ETS 内での炭素価格を維

持・向上させ、低炭素技術や商品の相対的価格優位性

を高めグリーン産業の更なる育成を図るのに役立つ。そし

てこれは、国際交渉の不透明さや他国での排出量取引

制度導入の遅れ等がある中においても、高い目標を掲げ、

制度の維持・向上を目指し、EU が強いコミットメントを持ち、

気候変動対策を進める姿勢を示すことにも繋がる。 

 

加えて第 3 フェーズからは、電力会社に対しての排出

枠の無償配布は無くなり、電力部門は完全なオークション

方式に移行する。オークション方式は、排出量取引制度

の制度設計上、最も効率が良いと考えられている5。それ

は制度上、各産業への無償配布の割当量など政治の恣

意性が働きやすい部分を排除することが可能となり、各

企業が本当に必要な炭素クレジットのみを取引することに

繋がるためである。他業種に先駆け、電力業界に本方式

が導入されたのは、電力事業は域内産業であり、国際競

争力の低下やカーボン・リーケージの可能性が少ないこと
6、またエンド・ユーザーへの価格転嫁が可能であるためで

                                                                                     
排出規制が、欧州企業だけでなく、欧州の飛行場に一定以上乗り入れを行
う企業全てに課せられ、航空各社は第 3 フェーズ開始直後から、排出量の
買い手になることが予測される。ちなみに現在、数社が EU に対し、訴訟を
行っている模様である。 

3 詳細は、欧州委員会ウェブサイト
(http://ec.europa.eu/clima/policies/ets/index_en.htm)を参考されたい。 

4 CDM クレジットの買い手は、主に欧州と日本である。ここで指す需要の増
加は、議論の簡素化のため、欧州に限ってのコメントである。 

5 オークション方式の効率性については、京都大学の諸富徹准教授による
「 排 出 量 取 引 制 度 に お け る オ ー ク シ ョ ン 方 式 の 検 討 」
（http://www.jbaudit.go.jp/effort/study/mag/pdf/j41d06.pdf）を参考とされたい。 

6 日本において、電力事業はほぼ完全な国内産業であるため、国際競争
力やカーボン・リーケージの可能性は無い(あったとしても、ゼロに等しい。) 
ただし EUにおいては、欧州大陸規模で送電網がつながり、かつ基本的に電
力が自由化されている。このため、国際競争力やカーボン・リーケージの問
題については日本とは異なり、可能性が(完全に)ないとは言えず、可能性が
少ない状況となる。 

 
Carbon Market Insights 2011 

～世界最大級の市場メカニズムに関するカンファレンスの報告、 
および欧州排出量取引と新メカニズムに関する考察～ 
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あるが、日本では、オークション方式どころか、総量規制

の導入すら難しく、原単位での議論が総量規制と並行し

て進められている状況と比較するに、欧州では日本と全く

別の次元で議論が進められているように見受けられる。こ

の背景には、第 1・2 フェーズでの経験から、欧州の電力

会社は排出量取引そのものに慣れたこと、クレジット取引

を証券会社やコモディティ取引を専門とする投資会社に

委託しトレーディングをスムーズに行える素地を作ったこと

等が挙げられる7。 

 

日本同様、欧州においても鉄鋼産業などのエネルギー

多消費産業から、国際競争力の低下やカーボン・リーケ

ージの可能性を危惧する声はある8。それでは、どうして日

本では 10 年かかっても導入出来ないキャップ・アンド・トレ

ード型の排出量取引制度を、欧州は導入できたのであろ

うか。これには、政治への信頼度や政策決定者が研究者

から得られる政策インプットの量など様々な状況の差があ

ると考えられるのだが、今回、筆者が欧州市場関係者と

話をするなか面白いと感じた点は、欧州における欧州連

合（EU）の存在である。つまり欧州では、EU とそこでの意

思決定プロセスの存在により、各国とも、国内での意見に

引きずられずに、政策を実行できるというものである9。こ

れまでも、欧州は通貨・経済の統合など国家間の協調が

求められる大きな政治的課題を乗り越えてきた。国民が

EU に加盟していることの便益を実感し、EU 決定をある程

度信頼しているからこそ、排出量取引も導入することがで

きたとも考えられる。実際、欧州排出量取引制度上、国

レ ベ ル に 裁 量 の あ る も の は 、 事 業 者 の 新 設 ・ 廃 止

（closure/new entrance clause）等、比較的マイナーな点が

多く、総量制限量など制度設計の重要事項の殆ど全てを

EU Commission が決定している様である。一方、日本の

場合、そういった地域もしくは経済単位での纏まりが無く、

政府の拠りどころとなるようなお墨付きが無い。もしくはそ

れが直接 COP となってしまうため、国連レベルでの決定

の遅れが直接、各国政策の立案・実施の遅れに繋がって

いると考えられるのである10。 
                                                  
7 これに関しては、過去の無償配布により巨額の棚ぼた利益を得、電力会
社の排出量取引に対する態度が好転したことも、理由のひとつとして挙げら
れるという意見が、欧州市場関係者および研究者の間ではある。 

8 今回のカンファレンスでの欧州鉄鋼産業によるプレゼンでは、中国・インド・
アメリカ等の原単位と比較し欧州企業の abatement cost は高く、そのため国
際競争力の流出に繋がる、との意見が聞かれたが、比較対象に日本企業
が入っておらず、必ずしもフェアとは言えない議論が展開されたように思わ
れた。 

9 EU では基本的に、加盟国の環境大臣で構成する環境相理事会で決定
できる。首脳レベルの理事会を含め、独・仏・英といった主要国の首脳が概
ね方向性を共有している場合、一部の国から多少の異論があっても、環境
相理事会の意向がほぼ通る。 

10韓国などでは急ピッチで排出量取引の導入が進められている状況を鑑み
るに、この議論は必ずしも成り立たないのだが、こういった意見を欧州の市場
関係者から聞かれたこと自体が興味深かったため、ここに記載した。 

排出量取引は、不必要なマネーゲームを生じさせるた

め反対であるとの意見が、地球環境審議会地球環境部

会 排出量取引小委員会などで、産業界を中心とするメ

ンバーから聞かれる。確かに、2005-2007 年の第 1 フェー

ズにおいて、価格は 1 トン当たりゼロから約 30 ユーロの幅

の間で移動した。しかしこの時期の価格の増減は、証券

会社やヘッジファンドをはじめとする金融プレーヤーによる

ス ペ キ ュ レ ー シ ョ ン の た め で あ っ た と は い え な い 。

2005-2006 年当時、炭素クレジットの価格が 1 トンあたり 30

ユーロまで上昇した理由は、厳しい冬のエネルギー大量

消費に伴い大量のクレジット購入の必要性を見込んだ電

力会社が、大量にクレジットを買い込んだためであり、また

2007 年の第 1 フェーズ終了時に、価格がゼロにまで落ち

込んだのは、クレジットのバンキング（banking）が制度上、

認められていなかったことが大きな理由として挙げられる。

そしてこれは、この時期の取引の多くが OTC 取引（Over 

the Counter Transaction：相対取引）であり、プレーヤーが

特定可能な状況であったことから、比較的高い可能性を

もって述べることができる11。ちなみに第 2 フェーズから第

3 フェーズへの移行期に関しては、クレジットのバンキング

が認めてられており、第 1 フェーズでみられたような価格

の急落は、少なくとも現時点において起きていない12。 

 

新メカニズムについて 
欧州においても日本同様、既存のクリーン開発メカニズ

ム（CDM）  や気候変動に関する国際連合枠組条約 

（UNFCCC: United Nations Framework Convention on 

Climate Change）事務局に対する不満はあり、京都議定

書の第一約束期間2012年以降のCDMに続く、新しい市

場メカニズムに対する期待が高まっているようである13。何

とか既存のCDM よりも有効な市場メカニズムを作らなくて

はならないという切実な思いからか、今回のカンファレンス

では、新メカニズムに、多くの時間が割かれた。現在主に

議論が進められている新メカニズムには、新 CDM、

REDD （Reducing Emissions from Deforestation and 

Forest Degradation：開発途上国における森林の破壊や

劣化の回避）、SCM （Sectoral Crediting Mechanism： 

セクター別クレジットメカニズム）、NAMA クレジット 

                                                  
11 需要の積み上がりや取引相手などは本来、証券会社などの市場関係者
にしか分からない。この時期の取引についての情報は、今回のカンファレン
スで、トレーダーをはじめとする市場関係者から直接得たものである。この情
報の真偽の程は、取引の情報が公開されない以上、証明できるものではな
いが、複数名の市場関係者から得た意見として、ここに記載する。 

12 第2 フェーズはまだ終了していない。そのため、これはあくまで現時点での
価格推移を基にしてのコメントあり、今後も価格の下落が全く起こりえないと
は言えないことに注意されたい。 

13 新メカニズムに関しては、CDM に続く(置換する)ものになるのか共存する
ものになるのか、現時点においては不明である。ただ、既存の CDM は、京
都議定書締約国のみが使用できるメカニズムなため、締約国以外(例えば
米国)が使用できるメカニズムが必要との声は大きいようである。 
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（Nationally Appropriate Mitigation Actions: 途上国の適

切な緩和行動）、二国間メカニズム等があるが、CDM 改

革に対する期待は、UNFCCC での交渉に対する積年の

失望からか、あまり聞かれなかった。コペンハーゲン

（COP15）において、法的拘束力のある協定を締結できな

かったことは、気候変動分野における国際交渉の難しさを

浮き彫りにし、欧州市場関係者に大きな失望を与えたよう

である14。 

 

しかし、これを二国間メカニズムに対する追い風と受け

止めることは、現時点15においては難しい。その理由は、

欧州はまだ、多国間での気候変動枠組みと目標の共有

に対して、期待を持っているからである。欧州において現

在最も積極的に議論されている新メカニズムは、SCM で

あり、これは温室効果ガスの総量削減義務を負わない途

上国であったとしても、環境負荷の高い産業に対しては排

出量削減に対するコミットメントを求めることを主旨とした、

多国間メカニズムである。そのため今、日本が積極的に

二国間メカニズムの可能性を模索することは、欧州から

の反発を生む可能性がある16。そしてこれは、今後の気候

変動交渉で世界が共通の目標や枠組みを持つことに失

敗した際、日本の行為が原因のひとつとして大きく掲げら

れ、非難の対象となることにも繋がりかねない。日本の省

エネ効果の高い技術やノウハウが、効果的に途上国や新

興国に普及することは、世界の低炭素化に貢献するであ

ろう。しかし、それを二国間で進めようとすることは、少なく

とも現時点においては、リスクが高い。 

 

二国間メカニズムが世界に受け入れられるには、これ

が如何に環境保全、つまり世界の温室効果ガスの排出

量の総量削減に寄与するかが、鍵となる。今回のカンファ

レンスでは、日本国際協力銀行（JBIC）により、「国際協

力銀行の地球環境保全業務における. 温室効果ガス排

出 削 減 量 の 測 定 ・ 報 告 ・ 検 証 に 係 る ガ イ ド ラ イ ン

（J-MRV）」の概要が説明されたが、J-MRV には追加性

（additionality）を証明する項目が存在しないため、パネリ

ストからは、追加性をどのように担保するのか、つまり世界

の炭素市場が分断され、異なるスタンダードが用いられる

中、どのようにクレジットの質を保つのかについての質問が

相次いだ。スタンダードは各国が二国間スキームを進める

うちに、おのずと集約するであろうとの回答であったが、こ

れはかなり希望的観測に基づくものと考えられる。この説

明で、本カンファレンス参加者の理解が得られたとは思え

                                                  
14 このことは、本カンファレンスに継続的に出席している多くの参加者から耳
にした。 

15 2011 年 3 月時点。 

16 少なくとも、本カンファレスに参加していた欧州市場関係者からは、このよ
うな意見が聞かれた。 

なかったため、次回ダーバンでの COP17 において、引き

続き日本政府が二国間メカニズムを推進するのであれば、

より相手に受け入れられやすい理由づけが必要になるで

あろう。 

 

次頁（p.21）図 1 は、筆者が作成した新メカニズムと既

存 CDM を比較するためのイメージ図である17。ここでは簡

単な説明に留めておくが、新メカニズムと既存 CDM との

差 は 、 大 き く 、 ① 活 動 タ イ プ 、 ② MRV （ Measurable, 

Reportable, Verifiable: 測定・報告・検証性）の認証権限、

③関与主体数の 3 つにあると言える。つまり既存 CDM は、

プロジェクトベースに限られているが、新メカニズムは、セ

クターや政策に基づいた炭素削減分もクレジットとして認

める。MRV も、現在 UNFCCC が責任を担っているが、

COP（Conference of Parties: 締約国会議）下の締約国や、

当事者間でも認める。関与する国も、既存 CDM が多国

間を基本とするのに対し、複数国間や二国間、国内取引

等も認めようというものである18。新メカニズムの可能性や

想定できる市場規模について、頻繁に質問を受けるが、

概念的な可能性や市場規模は、図 1 のボックスのサイズ

が表すところである。大きな可能性を秘めているようにも

見える新メカニズムであるが、オポチュニティーにはリスク

が付きものである。リスクは、どのように測ればよいのであ

ろうか。次頁（p.21）の図 2 に、それを示す。 

 

 

 

 

 

                                                  
17 筆者のプレゼンテーション資料は、IEGS ウェブサイトからダウンロード可能。

（http://enviroscope.iges.or.jp/modules/envirolib/view.php?docid=3135） 
本イメージ図は、新メカニズムについて、極力分かりやすく説明するために、

筆者が本会議に合わせ作成したものである。国際交渉や新メカニズムに関

しては、様々な関係者が異なった意見を持っており、その内容は複雑で簡

素化することは難しい。ここでは、見た目の分かりやすさ、また金融市場との

比較しやすさを重視し、図を 3 次元化した。MRV 認証権限者数が二国間と

なると、認証権限者が多様化し、システムが分断化される(CDM は統一さ

れたガバナンス体制の下にあり、二国間が乱用されると乱立したガバナンス

となる)ことが、炭素市場において大きな問題になりえることに留意して頂き

たい。 

18 例えば、SCM はセクターベース、MRV は Parties under COP、関係国は

Purilateral(複数国)、NAMA は政策ベース、MRV は当事者間、関係国は

二国間・国内等、様々な形式が検討されている。なお現状、Unilateral 
CDM は、存在するが、CDM ルールの下にあり、CDM との対立関係は特に

無い。Unilateral CDM については、Senergy Global Pvt. Ltd.によるプレゼン

テーション「Unilateral CDM Project 」

（http://www.iges.or.jp/en/cdm/pdf/activity02/1_2_5.pdf）を参照のこと。 
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Types of 
Projects

Individual/ groups of countriesUNFCCC Parties under COP
MRV Authorization

Number of parties involved

Multilateral

Plurilateral
Bilateral

Unilateral

New mechanisms
Bilateral

NAMA
SCM

REDD+
Reformed CDM

Current 
CDM

 
（図 1 新メカニズム・イメージ図） 
 

Authorization

Types of   financial instruments

CompaniesGovernments

Number of participants involved

A large indefinite individuals

Bonds
Stocks

Credits, 
etc

Designated few

Currency Qualified many

 
（図 2 金融取引市場 イメージ図） 

 

図 2 は、図 1 を基に、金融取引市場を模したものである。

Types of financial instruments に 金 融 商 品 を 、

Authorization に発行体、Number of participants involved

に投資家・個人など関連者を表す。例えば、政府は通貨

を、上場企業は株や債券を発行し、それらは金融市場を

通じて個人や機関投資家等の間で幅広く取引される。非

上場企業も証券の発行を通じ、資金調達を行うことが可

能である。しかし関与する・できる投資家層は、ずっと限ら

れたものとなる。それは、公開情報に乏しい非上場企業

の価値の評価は投資のプロでも難しく、また流動性の低い

非上場企業の証券を購入することはリスクが高いためで

ある。そして情報の欠如と流動性の低さは、往々にして企

業価値を算出する際の割引率の上昇を招き、企業価値

ひいては証券の価格を押し下げる。 

 

これと同様のことが、炭素市場においても起こりえる。つ

まり情報が幅広く共有され、多くの参加者（つまり流動性）

を担保することができれば、投資家の不安を払しょくし、価

格を維持することができるが、そうでない場合、価格が極

端に下がる、場合によっては値段が付かない状況になり

える。例えば、日本政府が日本企業・コンサル・銀行らと

共に、二国間での炭素クレジットの取引を行った場合、海

外政府・投資家からみれば、例えそれが公明正大なルー

ルに則った事業であったとしても、閉鎖的な取引・市場と

映るであろう。少なくとも、内容に関する理解はされにくく、

国際炭素市場とのリンクは、もしそれが存在していたとして

も実質的に困難となりえる。そして二国間クレジットの海外

政府や企業への転売ができないとすれば、二国間メカニ

ズムは結局、日本国政府の信頼と国民の税金に頼る枠

組みとなりえ、国債の償還問題同様、財源の確保が課題

となる19。 

 

資本市場において、リスクとリターンは相関する。これは

一般に、市場の見えざる手と呼ばれているものである。炭

素市場をデザインする際にも、このベーシックなリスク・リタ

ーンの考え方は重視されるべきであろう。現在、日本政府

の進める二国間メカニズムは、そのデザインが十分に明ら

かにされていないため、具体的な評価は難しい。現時点

においては、これを市場での流通や他国間とのリンクを可

能とするクレジットにするか否かについても、明確な判断は

示されていないからである。しかしクレジット化以前の問題

として、二国間メカニズムにおける追加性の担保は不可

欠である。それはもし二国間メカニズムが、追加性を担保

する基準を採用しないまま、温室効果ガスの削減義務を

負わない国々と炭素クレジットの取引を行うものとなった

場合、世界の温室効果ガス排出量をコントロールするとい

う、本来の使命を全うしない単なる数字のやり取りとなりえ

るためである。そしてもし、二国間メカニズムが、既存の

CDM と明確な線引きをされないまま、より緩い基準を採

用すれば、本来進められるべき追加性のあるプロジェクト

を淘汰することとなり20、世界全体の温室効果ガスの総量

削減はできず、地球環境の悪化にもつながる。（本新メカ

ニズムの説明の詳細は、IGES ウェブサイト上の筆者のプ

レゼン資料にある通り。関心のある方は、そちらも合わせ

てご覧下さい。） 

 

各国の排出量取引制度について 
早期の導入に対して悲観的見方が多いためか、他の

セッションと比較し参加者が極端に少なく、日本や米国の

セッションの参加者数は、それぞれ 25 名程度であった。

日本からは、パネリストとして電源開発（J-POWER）、三菱

商事の担当者より、日本政府支援のもと現在進められて

いる二国間メカニズムに関するフィージビリティ・スタディに

ついての説明が行われた。何故 CDM では無く 2 国間な

のか、また日本での排出量取引制度導入の遅れの理由

等についての質問があり、それに対しての返答は、まず

                                                  
19 企業がクレジットを購入し所有し続ける場合、国民の税金に頼ることにな
るとは言えない。しかし、企業が国にクレジットを転売する場合には、税金が
用いられることになる。 

20 二国間メカニズムが既存の CDM よりも緩い環境十全性の基準を用い、
承認プロセスの簡素化を図れば、多くの資金が二国間メカニズムに流れ、
既存の CDM プロジェクトをサポートする資金が途絶える可能性がある。ここ
での議論の詳細に関しては、著者プレゼン資料をご覧頂きたい。 
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CDM を試してみて、上手く進まないようであれば 2 国間を

適用することを見込んでいること、また日本の排出量取引

制度が導入されないのは、日本政府が具体的な制度設

計を提示していないためであるというものであった。 

 

新規ビジネスについて 
ブースにおいては、日本では未だ見られない新しいビジ

ネスの取り組みが見られたので、ここに紹介する。第 1 に、

インターネット上のボランタリー・カーボン取引所を例として

挙げる。これは、WWF のゴールドスタンダード21等に基づ

いたボランタリー・カーボン・クレジットを、インターネット上

のバーチャルな取引所で売買するものである。取引まで

に必要とされるクレジット認証時間は、わずか数日とのこと

で、UNFCCC とは比較にならない22。これは安価であった

としてもクイックに投資家へのアクセスを担保したいプロジ

ェクトデベロッパー、また CDM にはこだわらずカーボン・オ

フセットしたい企業や個人には、便利なシステムであろう。

同社は、新興市場への展開を検討している他、現在は、

ボランタリー市場のみの取り扱いであるが、将来的には、コ

ンプライアンス市場の管理も模索しているとのことである。

将来に期待したい。 

 

第 2 に、排出量のデータベース作成・管理 IT 会社を例

に挙げる。これは、現在各企業がエクセル等を用いて管

理している温室効果ガス含めた環境データを、データベ

ース化し、全社での管理をより効率的に進めるようというも

のである。これは企業のトップマネジメントが、環境データ

を他の営業データ等と同時並行的に比較することを可能

にするほか、エクセル上での人為的ミスを防ぐことに役立

つ。これは現在、多くのファミレス等で用いられている販売

時点情報管理（Point of sale system）システムを想像して

頂ければ分かりやすいと思うが、一旦導入が進めば、  

非常に使い勝手が良く、環境管理には欠かせないシステ

ムになりえるであろう。こちらも、将来に期待したい。 

 

イベントの特徴 
本イベントの特徴は、何と言ってもネットワーキングのし

やすさにあるであろう。会議と並行し、多くの人々が商談

や相談する場面が見られたが、それをサポートするため

「Spot Me」と呼ばれるデバイスが用意されていた。会場到

着と共に写真が取られ、画像が本デバイスに記録される

のだが、大変に面白いのは、自分の会いたいと思う人物を

これに登録すると、その人が近づいた際、音とメッセージ

                                                  
21ゴールド・スタンダードは、WWF による CDM や JI (共同実施)プロジェクト
の「質」の高さに関する認証基準である。詳しくは、WWF ウェブサイト
（http://www.wwf.or.jp/activities/climate/cat1297/cat1299/）を参照されたい。 

22 該当取引所は、書類の確認のみを担当する。 

で知らせてくれることである。この他にも、携帯電話の赤外

線機能のようなものでデジタルに名刺交換を行ったり、会

場でのメールのやり取りができるほか、スケジュール管理

や、投票も可能であった。本カンファレンスでは、各セッシ

ョンはじめと終わりに、例えば、二国間メカニズムに賛成か

反対か等、聴衆の意見を聞く機会が設けられていたのだ

が、それら投票は全てこのデバイスで管理され、即座に結

果が会場スクリーンに映し出された。 

 

 
（図 3 Spot me イメージ23） 

 

その他にも、参加者リストが事前にメールで配布された

り、ランチ・ドリンク・ネットワーキングディナー等を、証券会

社や証券取引所をはじめとするスポンサーが提供し、会

議期間中は、会議中どこにも出かけず、会議とネットワー

キングに集中できるよう工夫がなされていた。ちなみに、

本イベントは、WWF ゴールドスタンダードを用いカーボン・

オフセットされており24、また、会議で発表された資料や投

票の結果等は、全て Point Carbon 社のウェブサイトから購

入可能とされていた。 

 

最後に、先行き不透明な国際状況であるが、これまで

の経験をムダにし、気候変動を加速するような結果になら

ないことを、COP17 では期待したい。 

 

  

                                                  
23 Spot me ウェブサイト（http://www.spotme.com/index.php?id=113）よりイメージ
を取得した。 

24 カーボンオフセット費用は、本イベントのスポンサー負担による。 

22    IGES THE CLIMATE EDGE     
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日本は変わる? 
答え：変わる 

 
どれくらい? 
答え：かなり 

 
確率は? 

答え：84% 
 

何を賭ける? 
答え：夢 

 

  

Svapnam 
次号予告  （2011 年 7 月発行予定） 
 

 各連載 
- 震災後のエネルギー・温暖化政策（3） 
- カンクン合意を読み解く（3） 
- 主要国の最新動向（5） 
  など 

 記事 IGES Monthly Asian Focus 明日香ディレクターインタビュー 

「東日本大震災：岐路に立つ日本とアジアへの示唆」 
IGES Monthly Asian Focus 明日香壽川・気候変動グループ・ディレクターインタビュー 

 
IGES は“持続可能なアジア”をキーワードに、ダイナミックに動きつつあるアジアの環境動向を第一

線で活躍する専門家の視点・考察とともにタイムリーにお届けしています。今回のインタビューでは東

日本大震災ならびに福島第一原発事故により、日本がこれまでのエネルギー政策を見直し政策の

転換を進めることが求められている状況について、明日香・気候変動グループ・ディレクターが日本

のエネルギー環境政策や温暖化対策への影響と自然災害が多く発生するアジアに対する示唆につ

いて述べています。 

 本文はこちらをご覧下さい  http://www.iges.or.jp/jp/news/topic/asianfocus201105.html 

 
 
 記事 “インドの気候政策と市場メカニズムが意味するもの” 

「月刊ビジネスアイ エネコ」 2011 年 5 月号（日本工業新聞社） 
気候変動グループ ジャナルダナン・ナンダクマール、吉野まどか（協力） 

 
インドでは長期的な視点に立った持続可能な気候変動対策として、低炭素発展に向けた戦略的な
取組みが喫緊の課題となっています。特に化石燃料への依存を減らすことが原油の供給不足や人
間活動による温室効果ガスの排出量増加の課題に対応するためには不可欠です。本稿は、インド
の産業部門で特に注目を集めている省エネ達成認証スキームである PAT と再生可能エネルギー
証書制度の 2 つの市場メカニズムについて解説しています。 

 

 
 記事 “Japan’s nuclear conundrum” 

「Japan Times」 2011 年 5 月 25 日付 気候変動グループ ジャナルダナン・ナンダクマール 
 
福島第一原発事故により従来の原発政策への懸念が広がり岐路に立つ日本のエネルギー政策へ
の示唆をまとめた記事が Japan Times 紙に掲載されました。 

 本文はこちらをご覧下さい  http://search.japantimes.co.jp/mail/eo20110525a1.html 

 

気候変動グループの活動報告  http://www.iges.or.jp/jp/cp/activity.html 
気候変動グループの出版物・報告書  http://www.iges.or.jp/jp/cp/report.html 出版・活動報告 

  編集後記 
 

関東地方も梅雨入りし、徐々に気温・湿度が上がる中、今夏の

節電策として既に備えを始めている方も多いのではないでしょ

うか。ふとした気付きと少しのがまんで大きく変えられることはた

くさんあります。“当たり前”の有難さから足るを知り、季節感あ

ふれる毎日を健康にお過ごし下さい。（宮塚亜希子） 
 

 


